
図 3 調査地区 

表 2 調査概要 

調査日 7/18,21,26,28,8/1,4,8,10,22,9/19,22,26
調査時間帯 10～11時
調査場所 福岡市天神地区
調査方法 全区間において台数の一斉カウント
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１．はじめに 

 鉄道駅周辺や都心部に駐輪されている自転車は、歩

行空間の占拠や都市景観の悪化などの問題を引き起こ

しており、各自治体で駐輪場の無料開放や指導員の配

置、違法駐輪の撤去などさまざまな対策が行われてい

る。しかし、これらの対策の効果が具体的にどのよう

に現れているのか検証されていない。 

 そこで本研究では、内閣府の調査により平成 13年、

15 年と２期連続で違法駐輪台数がワースト１になっ

た福岡市天神地区を対象として、自転車を撤去した後

の違法駐輪の時間変化や分布の変化など、撤去の効果

を空間的に把握し、撤去後の違法駐輪場所がどのよう

に変化するかを明らかにする。  

２．撤去に関する行動変化 

撤去後の違法駐輪者の行動として、a.撤去された人

が再び違法駐輪を繰り返し、撤去区域内において撤去

直後に違法駐輪は著しく回復する、b.撤去された一定

時間経過のち撤去区域の外側に移動する、c.撤去はさ

れなかったが撤去を見て遠くに移動する、の３つが考

えられる。 

その結

果、時間

変化とし

て撤去直

後を t = 0

とすると、時間変化に関して図 1のような回復曲線が

仮定できる。a に関して撤去区域内では一旦減少した

のち増加していき、b や c に関する移動により区域外

では一定時間経過後に増加すると考えられる。 

空間的な変化とし

ては、cに関して違法

駐輪の変化台数につ

いて撤去区域からの

距離（最短経路）に

応じた関係が考えら

れる。違法駐輪者は図 2のように一定の距離までは移

動し、撤去区域の外側を l = 0とすると、違法駐輪は撤

去区域から一定の距離内では増加

すると考えられる。 

その他にも、違法駐輪に影響を与

えると考えられる物理的要因（道路

条件・沿道条件）を表 1 に挙げた。

これらの条件によって沿道の違法

駐輪台数は増加又は減少すると考

えられる。 

３．調査概要 

 2006 年 7～9

月において撤去

区域が異なる 4

回の撤去に関し、

撤去日の前日、

直後（1または 2

日後）、5（ また

は 6,7）日後、8

日後、20日後に

ついて違法駐輪

を調査地区全体

においてカウン

トした。調査実施範囲を図 3に、調査概要を表 2に示

す。 

 

 

 

 

４．時間変化と距離による変化 

撤去区域内に

ついての時間変

化を図 4 に示し

た。撤去日を t = 

0とし、撤去前日

の違法駐輪台数

を 100 として、

撤去された後の

回復の状況を指数で表した。図 1で示したように、撤
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図 1 撤去区域内・外の時間変化 
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図 2 変化台数と距離の関係 
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表 1 物理的要因 

図 4 撤去区域内の時間変化 
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図 5 距離と台数の関係 
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表 5 撤去区域外の要因(5 日後) 

変数名 標準偏回帰係数 判定 標準偏回帰係数 判定
ｻｲｸﾙﾎﾟｽﾄ 0.2647 ** 0.2355 *
撤去台数 -0.1567 -0.0794 
重相関係数 0.2900 * 0.2473 *

0-100m 100-200m

去直後は著しく減少し、その後回復する。撤去により

撤去台数やその後の回復率に差はあるが、全体として

撤去から 1週間程度でほぼ元の水準に回復していると

いえる。 

 空間的な変化として、撤去区域外における撤去区域

からの距離（最短経路）と違法駐輪の関係を図 5に示

す。これを見ると、撤去直後は距離による変化は見ら

れないが、撤去の 5日（または 6,7日）後では撤去区

域から 200m の距離において台数がやや増加している。

図 2のように、撤去後しばらくして違法駐輪者は撤去

区域外に移動していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．物理的要因による変化 

 違法駐輪台数

に影響する物理

的要因を調べる

ため、違法駐輪

台数を目的変数

として重回帰分

析を行い、表 3

のような結果が

得られた。「サイクルポスト」や「路上占有物件」など、

物理的にとめやすい場所に違法駐輪台数が多いことが

わかる。 

 次に、区間（リンク）において違法駐輪台数がどの

物理的要因によって変化しているのかを求めるため、

台数をその区間の長さで除した値の変化「違法駐輪台

数密度変化」を目的変数として重回帰分析を行った。

撤去区域内と区域外では物理的要因が異なると考えら

れるため別々に分析を行う。 

（1）撤去区域内 

 撤去区域内の変化として、撤去直後について重回帰

分析を行った結果を表 4に示す。これを見ると、撤去

直後は「サイクルポスト」や「大型商業施設」が減少

する要因となっ

ていた。撤去 5

日後では分析が

有意にならなか

ったが、主な要

因として「路上

占有物件」や「公園」において増加する傾向にあった。 

（2）撤去区域外 

 撤去区域外については、撤去区域からの距離に関し

てそれぞれ物理的要因が考えられるため、100m ごと

に重回帰分析を行った。ここで図 5より撤去 5日後の

0～200m付近での影響が考えられるため、その距離帯

を分析したところ表 5のような２つの変数が得られた。 

 

 

 

 

 

 

これを見ると、「サイクルポスト」はいずれも高い相

関を示しており、著しい増加を示している。これは表

3 より違法駐輪の多い要因となっており、増加するこ

とがわかる。また、「撤去台数」については有意ではな

いものの効果の大きい要因となっており、撤去台数が

多いほど減少し撤去の効果がうかがわれる。なお、「路

上占有物件」や「撤去区域が見えない外側」などの要

因については有意ではなかったが、違法駐輪が増加す

る傾向にあることが分かった。 

６．まとめ 

本研究において、撤去したあと違法駐輪は１週間ほ

どで回復し、撤去区域のすぐ外側に移動していること

がわかった。また、サイクルポストのあるところでは

撤去区域の外側で違法駐輪が増加している。物理的要

因としてその他に路上占有物件、公園などが挙げられ

た。このような場所の撤去を強化するべきだといえる。 

今後の課題としてはより効率的な撤去強度として撤

去の最適な頻度や距離などを求める必要がある。 

 

表 3 違法駐輪台数の要因 

変数名 標準偏回帰係数 判定
ｻｲｸﾙﾎﾟｽﾄ 0.4121 **
占有物件等 0.2994 **
公園 0.2031 **
オフィスビル 0.1778 *
大型商業施設 0.1729 *
小売店舗 0.1573 *
重相関係数 0.6384 **

P 値による検定で**1%,*5%有意 

表 4 撤去区域内の要因(撤去直後) 

P 値による検定で**1%,*5%有意 

変数名 標準偏回帰係数 判定
大型商業施設 -0.1651 
ｻｲｸﾙﾎﾟｽﾄ -0.2351 **
重相関係数 0.3402 *

撤去の直後
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